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『スポーツ基本計画』（令和4年3⽉25⽇⽂部科学省策定）
国は、スポーツ活動の重要な担い⼿であるスポーツ団体が、⾃主的・⾃律的にガバナンスを強化し、収益拡⼤等の経営⼒の強

化を図ることを通じて、「オリ・パラ⼀体」の理念も踏まえ、持続可能な団体運営や団体間の連携・協⼒が⾃発的に⾏われるよう、
各団体における外部⼈材の雇⽤も含めた戦略的な経営を⾏う⼈材確保等の⽀援やネットワークの構築を⾏う。

スポーツ基本計画等における位置づけ
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『持続可能な国際競技⼒向上プラン』（令和3年12⽉27⽇スポーツ庁策定）
NFは、アスリートの発掘・育成・強化、競技普及など多くの役割を担っており、国際競技⼒の向上、更にはスポーツの振興を図る

基盤である。NFが⾃⼰収⼊の確保に努め、組織基盤の強化を図り、⾃⽴してその役割を⼗分に果たせるよう、以下の取組を⾏う。
〇 各NFの実情に配慮しつつ、組織の持続的な成⻑・拡⼤に向けた改⾰を促進するため、競技普及による会員登録者数増加

に資する取組や、先進的な技術の活⽤等による競技の多様な価値創出に向けた取組等の実施を⽀援するとともに、こうした取
組の推進に向けて⾏う外部⼈材の活⽤や競技団体間の連携・統合等をはじめとした、NFの組織基盤の強化に向けた取組を⽀
援する。

〇 オリ競技とパラ競技の団体の組織基盤強化の観点から、共同での競技⼤会開催など、⺠間資⾦獲得や競技普及等における
相乗効果を図る取組を推進する。



「障害者スポーツ振興⽅策に関する検討チーム報告書（⾼橋プラン）」における位置づけ
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（３）障害者スポーツ団体の在り⽅
＜現⾏の取組＞
〇 パラリンピック競技団体については、オリンピック競技と同⼀の団体は３団体に過ぎず、競技毎に団体が存在し、競技によっては障害種別に異なる
団体が存在。団体の規模は、⼩規模なものが多く、総収⼊5,000万円以下の団体が６割を占め、 職員数のうち有給スタッフ数は、ほぼ全ての団
体が10⼈以下であり、３⼈以下の団体が６割を占める。専⽤事務所を保有してない団体も多く、⽇本財団パラスポーツサポートセンターにより共同
オフィスやバックオフィス機能の提供が⾏われている。

〇 オリ・パラが統合している国際競技団体（IF）は11 競技（※３）あり、国内オリンピック委員会とパラリンピック委員会が統合している国は４か
国（※４）。

（※３）アーチェリー、カヌー、カーリング、⾃転⾞、卓球、テコンドー、テニス、トライアスロン、⾺術、 バドミントン、ボート
（※４）アメリカ、オランダ、ノルウェー、南アフリカ

〇 令和４年度より、競技団体間の連携・統合を含め、経営⼒強化を図るための取組に対する財政⽀援を実施している。

＜今後の⽅向性＞
〇 共⽣社会の実現に向け、健常者と障害者のスポーツを可能な限り⼀体のものと捉えるとした前述の理念を踏まえるとともに、競技活動の充実や持
続可能な団体運営を図っていく観点から、競技の共通性や親和性の⾼い団体間の統合も視野に⼊れた連携の促進に取り組む必要がある。

＜対応する⽅策＞
〇 組織基盤が脆弱な障害者スポーツ団体の経営⼒強化のための⽀援を拡⼤する。 ⺠間企業等と連携して団体運営のノウハウを持った⼈材の確
保を促すなど、障害者スポーツ団体の運営に参画する⼈材の流動性を⾼める。また団体の⾃主的なスポンサーの確保や地⽅公共団体のまちづくり
と連携した活動拠点の整備等の取組を促進し、団体の運営の持続性を⾼める。

〇 ⺠間企業等においては、SDGsの取り組み等社会課題を共に解決するパートナーとして障害者スポーツ団体と連携・協働をすること、障害者ス
ポーツの持つ価値を引き出し障害者スポーツ団体と共にビジネスを展開すること、組織基盤が脆弱な障害者スポーツ団体の経営を⽀援するための
⼈材交流を進めていくこと等が期待される。

〇 国は、⺠間企業等による障害者スポーツ団体との連携・協働や⽀援の取組が進むよう、環境整備を進める。
〇 東京⼤会で掲げられた「オリ・パラ⼀体」の理念のもと、競技特性やＩＦの在り⽅等の事情を⼗分に考慮した上で、オリンピック競技団体とパ
ラリンピック競技団体⼜は障害者スポーツ団体間の統合も視野に⼊れた連携環境の整備を進める。具体的には、団体に対する組織基盤強化
⽀援を引き続き実施する他、団体間 で現状⾏われている連携の取組の強化に向けて、団体毎の課題等の洗い出しを進める。また、団体が統
合した場合に機械的に強化費が削られないようなスキームを検討する。

〇 地域における障害者スポーツ⽀援の充実のため、都道府県体育・スポーツ協会と都道府県障害者スポーツ協会との連携を進める。

＜参考︓我が国におけるオリパラ統合団体＞
ローイング(ボート)、テコンドー、トライアスロン、セーリング



〇 競技団体の組織基盤強化⽀援事業

〇 スポーツ・インテグリティ推進事業

令和５年度の実施内容について
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令和５年度事業実施団体
申請区分

事業名オリ・パラの別団体名No.
連携・統合中核⼈材の

育成・活⽤業務改⾰競技の多様な
価値創出競技普及ビジョンの

明確化

〇〇-〇〇-パラ9団体協働経営基盤強化プロジェクトパラ

特定⾮営利活動法⼈⽇本パラ射撃連盟
⼀般社団法⼈⽇本⾝体障害者アーチェリー連盟
⼀般社団法⼈⽇本障害者カヌー協会
⼀般社団法⼈⽇本⾞いすカーリング協会
⼀般社団法⼈⽇本パラフェンシング協会
⼀般社団法⼈⽇本障がい者乗⾺協会
⼀般社団法⼈⽇本知的障害者⽔泳連盟
特定⾮営利活動法⼈⽇本パラ・パワーリフティング連盟
⼀般社団法⼈⽇本知的障がい者卓球連盟

1

〇〇〇〇〇〇
〝映像で観戦される⽅〟を意識、字幕や⼿話を織り交ぜた映像制作、中継配信スタ
イルの確⽴事業
  ならびに、〝競技場へ来場される⽅〟を意識、場内ビションの活⽤、上記映像の転⽤
などから場内演出の確⽴事業

パラ⼀般社団法⼈⽇本デフ陸上競技協会2

〇〇〇〇〇〇組織基盤の体制強化事業と共⽣スポーツの普及事業パラ⼀般社団法⼈⽇本ボッチャ協会3

-〇〇〇〇〇JWBF組織基盤強化事業 〜中⻑期計画推進プロジェクト〜パラ⼀般社団法⼈⽇本⾞いすバスケットボール連盟4

-〇-〇〇-ノーマライゼーション・トレーニング商品化パラ⼀般社団法⼈⽇本デフビーチバレーボール協会5

-〇〇--〇サクセッションのための組織基盤構築事業パラ特定⾮営利活動法⼈⽇本ブラインドサッカー協会6

〇〇〇〇〇〇「JUDO for ALL」実現に向けた組織基盤強化事業オリパラ
公益財団法⼈全⽇本柔道連盟
特定⾮営利活動法⼈⽇本視覚障害者柔道連盟
⼀般社団法⼈⽇本ろう者柔道協会

7

-〇〇-〇-RowingにおけるLTV最⼤化に向けたプラットフォーム構築事業オリ公益社団法⼈⽇本ローイング協会8

-〇--〇〇「トライアスロン＝健康スポーツ計画」経営基盤強化事業オリ公益社団法⼈⽇本トライアスロン連合9

-〇〇〇〇-経営基盤強化プランオリ公益財団法⼈全⽇本空⼿道連盟10

----〇-〜レジリエントな組織⼒基盤強化に向けて〜
JTA中⻑期普及戦略「NEXT100」⽴案・推進事業オリ公益財団法⼈⽇本テニス協会11

〇--〇〇-⽇本体操協会公認「スマホ体操」普及による新しい健康社会構築事業オリ公益財団法⼈⽇本体操協会12

-〇〇〇〇〇⼈材活⽤・情報プラットフォーム構築・マーケティング能⼒向上による組織基盤強化事業オリ公益財団法⼈⽇本セーリング連盟13

-〇〇〇〇-ホッケー組織基盤強化⽀援事業オリ公益社団法⼈⽇本ホッケー協会14

-〇〇〇〇-安全登⼭奨励、スポーツクライミング及び⼭岳スポーツ競技における選⼿育成・普及・教
育等の実施実現にむけた施策及びデジタルプラットフォーム事業の策定オリ公益社団法⼈⽇本⼭岳・スポーツクライミング協会15

-〇〇〇〇-競技価値創出による組織⼒・経営⼒強化事業オリ公益社団法⼈⽇本ライフル射撃協会16

※ 下線は代表団体。
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「パラ９団体協働経営基盤強化プロジェクト」
⽇本パラ射撃連盟、⽇本⾝体障害者アーチェリー連盟、⽇本障害者カヌー協会、⽇本⾞いすカーリング協会、⽇本パラフェンシング協会、

⽇本障がい者乗⾺協会、⽇本知的障害者⽔泳連盟、⽇本パラ・パワーリフティング連盟、⽇本知的障がい者卓球連盟

背景⽬的

共通の課題（⼈員不⾜、財政基盤が脆弱、会員・⽀援者が少ない等）を抱えたパ
ラリンピック競技団体が共同プロジェクト「P.UNITED」を設⽴し、１つの競技団
体では⼗分に活動できなかったプロモーション、マーケティング、事務作業の効率
化等を共同で実施し、各競技団体の経営基盤強化につなげる。

事業内容

価値創出事業 事務作業
クラウド化事業

マーケティング
事業

プロジェクトの
継続化検討

専⾨家による助⾔を受け
ながら、デジタル（SNS、
WEB）とリアル（イベン
ト、競技応援会）の組み合
わせによる効率が良いプロ
モーションを通じ、当該プ
ロジェクトのみならず９競
技を幅広く認知させ、競技
の価値向上やサステナブル
な競技⽀援活動への展開。

少⼈数の利⽤者では利⽤
できなかった外部サービス
の活⽤や、各種データ（選
⼿戦歴・成績等）の共同ク
ラウド化による事務作業効
率化。

パラスポーツで初のジョ
イントマーケティングプロ
グラムにて新たな市場価値
を⽰し、⺠間資⾦を獲得す
る仕組みづくり、企業への
新たなスポンサープログラ
ムのセールスと運⽤を実施。

各競技団体の⾃⽴化に向
け協働事業を通じて得た知
⾒を各競技団体に落とし込
むとともに、新たなステー
ジを⽬指した協働プロジェ
クトの在り⽅を検討。

「競技団体の組織基盤強化⽀援事業」の実施事例①

「P.UNITED」設⽴会⾒の様⼦
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※「P.UNITED」プレスリリースより
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「JUDO for ALL」実現に向けた組織基盤強化事業
全⽇本柔道連盟、⽇本視覚障害者柔道連盟、⽇本ろう者柔道協会

背景⽬的

我が国のお家芸である柔道においても、コロナ禍や少⼦化の影響等により、競技登録者数は
減少傾向となっている。
そのような課題の克服に向け、オリパラの柔道競技団体が連携し、柔道に興味を持った⼈が

スムーズに柔道を始められ、また続けられる環境を整備することで、年齢、性別、障害の有無
に関係なく誰もが柔道に親しめる「JUDO for ALL」の理念を実現する。

事業内容

「競技団体の組織基盤強化⽀援事業」の実施事例②

１．「⻑期育成指針」の普及

２．「⻑期育成指針」普及ツールの作成・発信

３．指導者養成システムのアップデート

４．「道場マッチングシステム」の構築

５．「JUDO for ALL」推進のための組織基盤強化

道場検索システム「道場を探す」をアップデート
・障害者の受⼊可能な道場を検索する機能を追加
・⽣成AI技術を活⽤し、視覚障害者のアクセスビリティを向上

• 視覚、聴覚、知的障がい者柔道団体の代表者で組織する
「パラ柔道連絡会議」の定期開催

• パリ2024オリパラ連携プロモーションの実施
• デフリンピック準備サポート

なお、令和５年度には「JUDO for ALL」に基づくマーケティング連携により、⽇本視覚障害者柔道連盟の新規協賛契約締
結に繋がり、同連盟の協賛⾦収⼊が前年⽐17％増加した。
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PwCコンサルティング合同会社に委託
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本事業の⽬的
• スポーツ団体における持続的かつ発展的な団体運営の⽀援を⽬指し、現状の取組、課題を把握すること
• スポーツ団体間の連携・統合に向けた、課題に対する解決策を整理すること
• スポーツ団体間の連携・統合に関する情報提供や意識醸成を図ること

本事業の⽬的を踏まえ、令和５年度には以下を実施

3.競技団体への情報提供2.ロジックモデルの策定1.現状調査

実
施
事
項

• スポーツ団体における現状の取組や課題を
把握することを⽬的に以下の事項を実施
-スポーツ団体の現状や課題、スポーツ団体

間の連携統合に関するデスク調査
-国内のスポーツ団体の財務情報分析
-国内のスポーツ団体に対するアンケート調

査
-スポーツ団体間の連携・統合を推進してい

るスポーツ団体に対するヒアリング調査

• 調査対象は、⽇本スポーツ協会、⽇本オリ
ンピック委員会、⽇本パラスポーツ協会⽇
本パラリンピック委員会に加盟するスポーツ
団体（中央競技団体）

• スポーツ団体が抱える課題の解決策
を整理することを⽬的に、課題解決を
図るために必要な実施事項を整理し
たロジックモデルを策定

• スポーツ団体間の連携・統合に関す
る事例紹介や本事業にて実施した事
項の報告の機会を設定

本事業の⽬的及び令和５年度実施内容
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1.現状調査
• 現状調査については、デスク調査、財務情報分析、アンケート調査、ヒアリング調査の流れで実施。
• 各調査において、明らかとなった事項は以下の通り。

デスク調査

財務情報
分析

アンケート
調査

ヒアリング
調査

実施の概要 明らかとなった事項（概要）

• スポーツ団体では、ダイバーシティ&インクルージョンを社会貢献活動
に位置付けて実施

• イギリスやオーストラリア、オランダ、カナダでは障害者関連の法整備
や政策的な⽂書を背景にスポーツ団体間の統合を推進

• スポーツ団体間の統合は、健常者スポーツ団体および障害者スポー
ツ団体の双⽅にとってメリットがある

• 1億円以上3億円未満の収益規模のスポーツ団体が最も多い
• 収益規模が⼤きいスポーツ団体ほど、「事業収益」の割合が⾼く、

収益規模が⼩さいスポーツ団体ほど、「補助⾦/助成⾦」の割合が
⾼い傾向

• 各スポーツ団体が今後注⼒されたい業務領域において、「資⾦不
⾜」や「⼈員不⾜」が課題として想定されている

• 39団体が他のスポーツ団体と連携しており、29団体が今後の連携
を検討

• 5団体が他のスポーツ団体と統合しており、17団体が今後の統合を
検討

• 少⼈数による組織運営に対するガバナンス⾯の不安やオリパラ⼀
体的な取組への対応等を背景に連携・統合の取組を推進

• 他のスポーツ団体と連携・統合することにより、資⾦的なメリットやガ
バナンス⾯の強化、幅広い業務領域への対応が可能に

• 各スポーツ団体における課題の特定や⽬指す⽅向性の擦り合わせ
等、複数年に渡り取組を推進

• 以下の調査観点について、公開情報を基にデスク調査を実施
-スポーツ団体におけるダイバーシティ&インクルージョンの取組
-諸外国でスポーツ団体間が連携・統合に⾄った経緯
-スポーツ団体間における連携・統合により⽣じるメリット 等

• 収益規模や収益の内訳を集計し、財務⾯から⾒た各スポーツ団体
の現状を把握することが⽬的

• 計121のスポーツ団体が公開する直近の財務関連資料
正味財産増減計算書、損益計算書、活動計算書）を基に集計
（該当資料⾮公開の団体については、個別に提供を依頼）

• スポーツ団体が現状抱える課題を把握するとともに、他のスポーツ団
体との連携や統合の検討状況を把握することが⽬的

• 121団体中113団体（93.3%）よりオンラインにて回答を受領
（調査期間︓2023年11⽉1⽇〜12⽉15⽇）

• スポーツ団体間の連携・統合における具体的な進め⽅や想定される
課題等を把握することが⽬的

• スポーツ団体間で統合済み、統合を検討、連携して業務を実施す
るスポーツ団体（計9団体）を対象に実施
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現状調査で明らかになった競技団体の状況
１．収益の規模と内訳

調査対象とした121団体の収益規模の平均は約6億3100万円、中央値は約1億5000万円であることが明らかとなった。
また、121団体中105団体の収益規模が10億円未満での収益規模であり、1億円以上3億円未満の収益規模となっている団体が多いことが

明らかとなった。

図︓スポーツ団体の収益規模
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２．収益の内訳
収益規模が⼤きいスポーツ団体ほど、「事業収益」の割合が⾼く、収益規模が⼩さいスポーツ団体ほど、「補助⾦/助成⾦」の占める割合が⾼い

傾向にあることが明らかとなった。

図︓スポーツ団体の収益の内訳
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３．⽀出規模
調査対象とした121団体の⽀出規模の平均は約6億6800万円、中央値は約1億4500万であることが明らかとなった。
また、121団体中105団体が10億円未満の⽀出規模となっており、1億円以上3億円未満の⽀出規模となっている団体が多い傾向であることが

明らかとなった。

図︓スポーツ団体の⽀出規模
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４．職員数（正職員）
正職員の定義については、「正規で雇⽤されており、雇⽤期間に定めの無い⽅（定年退職を除く）」と設定した。
スポーツ団体の平均職員数は7.5名で、中央値は3名であることが明らかとなった。また、約28％のスポーツ団体が、正職員を雇⽤していないことが

明らかとなった。

図︓スポーツ団体における正職員の⼈数
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５．他のスポーツ団体との統合状況
「統合済み」と回答した団体は5団体あり、今後統合を検討したいと回答した団体は17団体だった。
91団体は統合の予定が無いことが明らかとなった。

図︓スポーツ団体の統合の状況

統合済み, 5団体, 4%

今後、統合を検討したい, 17団体, 
15%

統合の予定はない, 91団体, 
81%
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６．他の団体との統合を検討している理由
他のスポーツ団体との統合を検討している理由として、約70％の団体が「団体の社会的責任・価値向上を図るため」ということを挙げている。また、「各競

技団体が統括している競技の特性が類似しているため」や「国際統括団体が統合しているため」といった事項についても、半数を超える団体が統合を検討し
ている理由として挙げている。

図︓他のスポーツ団体と統合を検討している理由



18

７．他の団体との統合に期待する成果や効果
他のスポーツ団体との統合により、「団体の社会的責任・価値向上」、 「スポンサー獲得の強化」 、「団体のブランディング向上」、「新たな事業機会の獲

得」、「業務のムダの削減」といった事項の成果や効果を期待すると回答した団体が半数以上となった。

図︓他のスポーツ団体との統合に期待する成果や効果
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2.ロジックモデルの作成
• ロジックモデルでは、スポーツ団体の⽬指す⽅向性である「競技活動の充実や持続可能な団体運営を図っていく」ための道筋を⽰すことを⽬的に

作成。
• 各スポーツ団体の状況に合わせて、⾃団体が今後取り組む事項を把握できるようステージに分けて情報を整理。

今後取り組む事
項の戦略策定

戦略に基づいて取組を推進するた
めに必要な⼈員や予算確保の⽅
向性の検討

⼈員体制や予算確保に向
けた取組推進

確保された⼈員や予算に
よる取組の推進および振り
返り

【⽬指すべき⽅向性】
競技活動の充実や

持続可能な団体運営

各ステージのイメージ 各ステージの内容（概要）

ステージ1

ステージ2

ステージ3

ステージ4

ステージ5
• 課題に対する中⻑期戦略を策定し、戦略に基づいた取組

を推進している状態
• 戦略に基づき、取組を推進するとともに、モニタリング体制の

整備、取組の⾒直し、情報発信等を実施する段階

• 課題に対する中⻑期戦略を策定し、具体的な取組を推進
しようとしている状態

• 具体的な取組を推進するための予算確保や体制整備、外
部リソース活⽤の交渉等を実施する段階

• 中⻑期戦略を策定しているが、具体的な取組に繋がってい
ない状態

• 具体的な取組を推進するために、団体の内外で活⽤可能
な予算や⼈員の整理を踏まえ、リソース活⽤の⽅向性を検
討する段階

• 課題を特定しているが、その後のアクションがない状態
• 課題解決を図るための取組を先導する中核メンバーの選

定、今後の⽬指す⽅向性を議論する段階

• ⾃団体の状況を分析・把握していない状態や課題を特定
していない状態

• 今後取り組むアクションを検討するため、課題や課題の優
先順位を整理する段階

取り組む課題
の特定
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3.競技団体への情報提供
• 本事業にて実施した現状調査の結果を報告するとともに、スポーツ団体が抱える課題等に対して、スポーツ団体間の連携や統合により、課題解

決を図った事例を共有することを⽬的に実施。
• また、本事業にて作成したロジックモデルやロジックモデルをもとに想定される⽀援メニューの提案を実施。

ワークショップの概要

【開催概要】
• 開催⽇時︓2024年2⽉19⽇（⽉）13:00-14:15
• 開催⽅法︓オンライン
• 申込者数︓25団体31名

【プログラム概要】
詳細内容

• 開会の案内
• 開会挨拶（スポーツ庁 競技スポーツ課）

挨拶

• 本事業において実施した調査の目的の共有
• 財務情報やアンケート調査結果の概要を共有

調査結果の
共有

• スポーツ団体間の連携や統合に取り組む3団体の取組の紹介
‐（公社）日本ローイング協会
‐（公財）日本体操協会
‐（一社）日本障害者カヌー協会

• 3団体の担当者に登壇いただき、各団体における取組を共有

‐連携・統合に至るまでに実際に苦労した点や障壁の乗り越
え方

• 連携・統合による具体的なメリット
• 連携・統合に向けてあると望ましい支援策
• 課題を抱えている団体にとって、他団体との連携・統合は解決
策となり得るか

パネル
ディスカッション

• 本事業にて作成されたロジックモデルの共有
• ロジックモデルの各ステージにおける望ましい支援メニューの
提案

ロジックモデル
の共有

• 参加者から登壇者や調査結果等に対する質問質疑応答

参加者への事後アンケート（N=8）

本ワークショップ参加者を対象に、オンラインにて事後にアンケートを実
施し、スポーツ団体間の連携・統合やロジックモデル等に対する印象
を調査した。

【満⾜度】
• 60％を超える⽅が「まあまあ満⾜」と回答し、「やや不満」や「⾮常

に不満」といった回答は無し

【スポーツ団体間の連携・統合に対する印象】
• 50%の⽅が「連携・統合は、課題解決の⽅策の⼀つになり得る」と

回答
• 約40％の⽅が、「連携・統合を今後検討しても良い」や「現時点で

連携・統合は検討していないが、引き続き情報提供して欲しい」と
回答

• 「連携・統合が全く関係のないテーマである」と回答いただいた⽅は
無し

【ロジックモデルに対する印象】
• 約60%の⽅が、「参考となりそう」と回答
• なかには、「⾃団体の取組に反映したい」という回答もあり

【あると望ましい⽀援メニュー】
• 50％の⽅が、「課題の特定」や「課題解決策の提案」、「専⾨家の

派遣や定期的なフォローアップ、取組の⾒直し等の伴⾛」があると
望ましいと回答

• 約40%の⽅が、「専⾨家とのマッチングや戦略策定」があると望まし
いと回答

事後アンケートを通じても、スポーツ団体間の連携・統合に対する⼀定のニーズがあることが明らかとなるとともに、
本事業で作成したロジックモデルについても有⽤な可能性が⽰唆された。



〇 競技団体の組織基盤強化⽀援事業
→令和5年度からの継続事業16事業に加え、令和6年度に２事業を新規採択。

〇 スポーツ・インテグリティ推進事業
→令和5年度に作成したロジックモデルを⽤い、他団体との連携統合を希望する

競技団体への伴⾛⽀援を検討。

令和６年度の実施内容について
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参考
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参考


